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研究成果の概要（和文）：行政に働く保健師は、日常業務を通じて住民ニーズを把握している。把握したニーズ
は、保健医療福祉計画の策定に活用する必要がある。しかし、実際には日常業務に追われており、その役割を十
分に果たせていない。また先行研究では、計画策定に必要な保健師の実践能力の解明はほとんど進んでいないた
め、依然として保健師個人の力量に依拠している。そこで本研究では、全国調査とその結果に基づき、計画策定
の実践知を効率的に学習できる学際的な現任教育プログラムを開発した。

研究成果の概要（英文）：Public health nurses working in local governments identify community health 
needs through their daily routined. The community health needs identified need to be utilized in 
developing local health and welfare plans. In practice, however, they are too busy with their daily 
works to fulfill this role adequately. In addition, previous studies have made little progress in 
elucidating the practical skills of PHNs required for planning and thus still rely on their tacit 
knowledge. Therefore, based on a national survey and its findings, this study developed an 
interdisciplinary education program to enable effective learning of practical knowledge and skills 
in local health planning.

研究分野：公衆衛生看護学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
地方自治体の保健医療福祉計画は、住民ニーズを満たす十分なサービス供給を行うために不可欠である。行政保
健師はその策定に参画しているが、定期的な人事異動と分散配置されており、全国調査の結果から現任教育の機
会が乏しいことが明らかになった。また新型コロナウイルス感染症に対応するため、行政保健師は多忙を極め、
対面研修は全て中止された。そこで日本全国の保健師が、住民ニーズに基づく計画策定を進める際の基礎的知
識・技術を効率的・効果的に学習できるようにするため、学際的WEB教育プログラムを開発した。本教育プログ
ラムは、受講前後で参加者の計画策定に関する知識・技術の向上が確認され、一定の効果が認められた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
地方自治体では、定期的に「計画」を策定し、それに基づいて様々なサービス提供を行ってい
る。計画は、地方自治体の政策の一種である 1)。海外では、以前から保健師の政策形成能力が重
視されてきた 2)。日本では、厚生労働省が 2013年に「地域における保健師の保健活動に関する
指針」を出し、「各種保健医療計画の策定及び実施」を示した 3)。これによると、保健師は、日
頃の活動を通して把握した住民ニーズを計画策定時に活かし、地域の健康課題を改善する必要
がある。保健師による事業化・施策化は、基礎教育で学習すべき内容に位置づけられた 4)が、住
民の健康問題を計画策定に活用するための実践知については解明が不十分 5)である。 
計画策定は、行政として取り組むべき課題の選定、計画案の策定、意見集約、議会の承認まで
を、1年足らずで進められる 6)。つまり、全体のスケジュールを意識して策定作業を進めること
が必要である。また、保健師が日頃把握している健康課題を計画に位置付けていくためには、技
術が必要だが、現任教育は十分に行われていない 5)。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、保健師の計画策定に必要な知識と技術を強化するための教育プログラムを
開発することである。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、4 年間で実施した。初年度に 2013 年以後に保健医療福祉計画の経験がある行政の
常勤保健師を対象に全国調査を実施した。2年目にその結果に基づく教育プログラム案を開発し、
計画策定経験者から意見を聴取した。3年目に１ヶ所の都道府県内で常勤保健師を対象にパイロ
ット調査を実施し、4年目にパイロット調査協力地を除く全国の自治体の常勤保健師を対象とし
た無作為化対照試験を行い、その教育効果の評価を行った。 
 
４．研究成果 
(1)全国調査 
 2019 年 10 月に 708 自治体の統括保健師に研究説明書を送付（都道府県、保健所設置市、指定
都市、中核市、特別区、545 市町村（抽出率 30％））したところ、220 自治体が協力の意向を示
した。2185 人分の調査票を送付し、返送数は 1281 人（回収率 58.6％）、有効回答は 1256 人（有
効回答率 57.5％）であった。 
全国調査の結果から、保健師が最も多く関与しており、かつ困難を感じていたのは「健康増進
計画」であり、現任教育の機会が不十分であることが明らかになった。また、保健医療福祉計画
策定時の困りごとについては、「各施策・事業の評価指標の作成・評価方法の決定」が最も多か
った。 
 
(2)WEB 教育プログラム案の開発 
2020 年度は健康増進計画に焦点を当て、保健師が計画策定について学習するための WEB 教材
を開発した。計画策定に必要な知識・技術を学習できるように、全体の概要の説明と 6つのテー
マについて学ぶための教材と自主学習用のワークシートを作成した。その上で、保健医療福祉計
画の策定に関与したことのある 5名の保健師の協力を得て、改善点について意見収集し、一部の
内容について加筆修正した。 
 
(3)WEB 教育プログラム案のパイロット調査の実施 
 2021 年度は、開発した WEB 教育プログラム案のパイロット調査を行うため、1か所の都道府県
の協力を得て、管内市町村に勤務する保健師も含めてリクルートを行った。なお、前期群＝介入
群、後期群＝対照群とし、後期群は前期群の介入結果の評価後に同じ内容の教育プログラムを受
講した。 
16 人が研究参加者として登録した。登録時の調査完了者は 12 人、データ解析対象者は 4 人
(前期群・後期群 ともに 2人)であった。4人の保健師経験年数は約 25～35 年で、群間差は認め
られなかった。介入前後のアウトカムの比較をしたところ、「行政保健師の施策化能力評価尺度 
(鈴木, 2014)」と計画策定に必要な知識・技術・態度のいずれについても、前期群の方が後期群
よりも改善していた。WEB 教材の資料についてダウンロードの希望が寄せられたため、これに対
応できるように修正した。 
 
(4)WEB 教育プログラムの本調査の実施 
 2022 年度は、新型コロナウイルス感染症対応で繁忙状態が続く中、本調査を実施した。2022
年 7 月に、パイロット調査協力地を除く全国の地方自治体の統括保健師宛に研究参加者のリク
ルートに関する文書を送付した。273 人が研究参加に同意し、ベースライン調査に回答した 235
人を介入群＝118 人、対照群＝117 人に無作為割付した。事後調査に回答した介入群＝64 人、対
照群＝97 人を分析析した結果、介入群の方が対照群よりもアウトカムの有意な改善を認めた。



本結果により、WEB 教育プログラムの一定の効果が認められた。 
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